
 

首都圏三環状道路の整備等による 

首都圏の災害対応力強化について 

 

 

首都圏は、我が国の経済・産業の中心的な役割を果たしており、東日

本大震災から我が国が復興し日本経済を再び成長軌道に戻すためには、

国際競争力の強化や地域の活性化に資する高速道路ネットワークの強化

は不可欠である。 

しかしながら、その整備は十分ではなく、都心部への自動車交通の集

中による深刻な交通渋滞や、それに伴う多額の経済損失、環境負荷の増

大等を招いている。 

首都圏三環状道路は、これらの問題を解決することが期待されるとと

もに、首都圏の広域的な連携を強化するうえで重要な道路である。 

さらに、災害時においては、首都圏の機能を維持するとともに、救援・

救護活動を支える進出拠点や活動拠点等を結び、広域交通基盤の代替

性・多重性の確保など一層の防災力の強化においても首都圏三環状道路

の重要性が増したことから、整備が遅れている首都圏中央連絡自動車道

及び東京外かく環状道路の早期完成が望まれている。 

また、東日本大震災では、現地対策本部や物資の輸送拠点等の機能を

担う広域防災拠点の整備の必要性が再認識された。 

現在、国は東京都と川崎市に基幹的広域防災拠点を設置しているが、

首都圏の防災力をより一層向上させるためには、基幹的広域防災拠点を

更に整備し、東北・北陸・中部・関西方面と首都圏三環状道路等のネッ

トワークで結ぶことが不可欠である。 

とりわけ、首都圏中央連絡自動車道は、首都圏から放射状に延びる高

速道路とネットワークを形成し、東日本と西日本を結ぶ大動脈であると

ともに、東京湾アクアラインと一体となって、成田空港と羽田空港をは

じめ、陸・海・空の拠点を結ぶ首都圏における基幹ネットワークである



 

が、大栄・横芝間については、他の区間と比べ事業の進捗が極めて遅れ

ている状況にあり、早期の全線開通に向けた取組みが急務である。 

ついては、このような状況を踏まえ、下記の事項を要望する。 

記 

１ 首都圏三環状道路である首都圏中央連絡自動車道、東京外かく環状

道路、首都高速中央環状線並びに、高速横浜環状北線及び北西線の早

期整備を図るとともに、これらに必要となる財源を確保すること。 

２ 首都圏中央連絡自動車道で開通目標が明確でない区間については、

早期完成に向け、より一層の整備を推進すること。 

  特に、大栄・横芝間については、ミッシングリンクとならぬよう、  

早期に本格的な用地取得並びに工事を推進し、他の区間に遅れること

なく一日も早い完成を図ること。 

３ 東京外かく環状道路の常磐自動車道・東関東自動車道間については、

開通目標に向け、早期整備を図ること。 

また、関越自動車道・東名高速道路間については、予定どおり確実

に完成させるとともに、東名高速道路以南についても、計画の早期具

体化を図ること。 

４ 首都圏の災害対応力をより一層向上させるため、基幹的広域防災拠

点を新たに複数整備し、首都圏三環状道路をはじめとしたネットワー

クにより広域的連携を図ること。 
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